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が SNA においては計上されているなどのことがあげられる。 
SNA は速報・確報・確々報と 3 つの段階を踏んで公表されている。そこで、確報を公表する

段階では未だ決算書や事業年報が入手できない部分が存在するが、その部分には、過去のデー

タを用いた推計値を組み込んでおり、確々報として改訂する段階で数値が修正されることとな

る。国民健康保険や老人保健、介護保険などの制度データがこれに該当しており、それぞれ確

報と確々報に計上されたデータに一定の差が生じている。さらに返還金等について、社会保障

費用統計においては、実際の給付や負担に用いられないため、また過去に遡って計上しなけれ

ばならないためにこれらを計上していないが、SNA は前述のとおり一国経済の姿を漏れなくか

つ重複なく記述しなければならないため、これらの金額についても計上されることになる。 
 社会保障費用統計は、基本的に決算値を基礎とする積算により集計されているが、SNA では

国際連合の定めた国際基準に基づき必要な数値の推計や補正などを行っているため、集計方法

に関する技術的・実務的な相違からも両者の数値の違いは生じていることに留意してほしい。 
 
 平成 17 年の SNA の基準改定において、一般政府の機能別支出がより細かく分類されるよう

になった。具体的には付表 7.一般政府の目的別支出、において、これまでは 10 種類（一般公

共サービス、防衛、公共の秩序・安全、経済業務、環境保護、住宅・地域アメニティ、保健、

娯楽・文化・宗教、教育、社会保護）の分類だったものが、それぞれの項目が細分化されるこ

とになった。特に社会保障費用統計と関連の深い保健と社会保護の分野については、それぞれ

以下のように細分化されている。保健の細分化にあたっては、国民医療費等のデータが用いら

れている。社会保護の細分化については、一部社会保障費用統計の機能別分類や政策分野別分

類と共通するものが見受けられる。なお、今後 SNA 基準が改定された場合には両者の関係に

ついても、必要な検討を行っていくものとする。 
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7.保健 
 

10.社会保護 

  7.1 医療用品、医療用器具・設備 
 

 10.1 傷病・障害 

  7.2 外来サービス 
 

 10.2 老齢 

  7.3 病院サービス 
 

 10.3 遺族 

  7.4 公衆衛生サービス 
 

 10.4 家庭・児童 

  7.5 R&D (保健) 
 

 10.5 失業 

  7.6 その他の保健 
 

 10.6 住宅 

  
 10.7 その他の社会的脱落 

  
 10.8 R&D (社会保護) 

  
 10.9 その他の社会保護 

 

 
社会保障費用と関連統計等については、研究所ホームページにおいて、「社会保障研究資料」

として随時公開し、その成果を蓄積させている。 
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